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平成２９年４月 
 

綾川町 建設課 
 

 

 

 

 

 

都市計画法による用途地域の指定について 
 

～建物を建てるときの土地利用のルール変更について～ 
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都市計画とは、「都市」の範囲を明らかにし、住みやすく活動しやすい都市づくりのために、建

物を建てる際の住宅地・商業地・工業地といった土地の使い方（土地利用）のルールを定めたりす

るものです。 

綾川町では、平成 10 年 8 月 11 日に、旧綾南町全域が都市計画区域に指定されています。この

ことから、建物などを建てる際には、建築確認申請が必要となっており、一定のルール（建築基準）

を守って建築する必要がありますが、土地利用についてのルールはない状態になっています。 

 

 

 

 

 

用途地域とは、市街地（家屋や商業施設などが密集した土地・区域）において、さまざまな規模

や用途の建物が無秩序に混在することを防ぐなど、良好な生活環境を確保するために土地利用のル

ールを定めるものです。すなわち、どの場所にどのような建物を建てることができるのかを決める

ものです。用途地域は、大きく「住居」、「商業」、「工業」の 3 つに区分され、全部で 12種類あり

ます。 

綾川町では、現在のところ、用途地域の指定はしていません。 

 

用 
 

途 
 

地 
 

域 

住居系 

低層 

住居専用地域 

第一種低層住居専用地域 

主に住居の環境を保護するために定

められる地域 

第二種低層住居専用地域 

中高層 

住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

住居地域 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

商業系 
近隣商業地域 主に商業その他の業務の利便性を増

進するために定められる地域 商業地域 

工業系 

準工業地域 

主に工業の利便性を増進するために

定められる地域 
工業地域 

工業専用地域 
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 今回、用途地域の指定を行おうとする地域は、平成 20 年にイオンモール綾川が開店し、平成

25 年には、ことでんの「綾川」駅が開業するなど、快適に生活していくために必要な施設が集ま

っている地域です。近年では、宅地開発なども多く行われ、市街化が進みつつあります。 

 町も、平成 27 年 3 月に策定した「綾川町都市計画マスタープラン」の中で、この地域をまちの

中心拠点として位置づけており、将来にわたって、より良い都市環境の創出を図っていきたいと考

えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 しかし、土地利用のルールが定められていないため、住宅地の中に、大きな建物が建ったり、工

場や商業施設が立地したりするなど、結果として住環境が悪化してしまうこともあります。こうし

たことを防ぎ、今そこにお住まいの方や、今後、そこに住もうとされる方が、安心して快適に暮ら

していけるためにも用途地域の指定は、有効な手法の一つです。 

 用途地域の指定は、土地の利用方法に制限を加えるものではありますが、一方では、その地域の

良好な環境を皆さんが協力しあって、守っていくためのものとも言えます。 
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用途地域指定面積 A=110.25ha 



4 
 

 

 

 

 現在でも、旧綾南町の区域で建物などを建てようとした場合には、一定のルールを守って建築す

る必要がありますが、用途地域に指定されると、建築しようとする建物の規模や用途にもルールが

設けられるとともに、その地域に応じて、建物を建てるときのルールも変更になります。 

ただし、「住宅」や「共同住宅」などは、今回指定しようとするいずれの用途地域内でも、建築

することが可能です。また、用途地域に指定されても、既に建てられている建物は、新しいルール

に合致していなくても、すぐに改修する必要はありません。増改築や大規模な修繕、大規模な模様

替えなどを行う時に、ルールに合わせていただくことになります。（増改築などにおける緩和措置

や用途変更に関する緩和措置もあり、現在の用途のまま一定の増改築などが認められる制度もあり

ます。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二種低層住居専用地域 第二種中高層住居専用地域 第一種住居地域 

準住居地域 近隣商業地域 商業地域 

主に低層住宅の良好な環境を

守るための地域です。 

住宅、学校、診療所などのほ

か、床面積 150 ㎡以内の一定

の店舗、飲食店などが建てられ

ます。 

主に中高層住宅の良好な環境を

守るための地域です。 

住宅、大学、病院などのほか、床

面積 1,500 ㎡以内の一定の店

舗、事務所などが建てられます。 

住居の環境を守るための地域です。 

床面積 3,000 ㎡以内の一定の店

舗、事務所、旅館、畜舎などが建て

られます。パチンコ屋などの住環境を

そこなう建物は建てられません。 

道路の沿道において、自動車関連

施設などの立地と、これに調和した

住居の環境を保護するための地域

です。 

倉庫業の倉庫、作業場の床面積

150 ㎡以内の自動車修理工場など

が建てられます。 

近隣の住民が日用品の買い物を

する店舗等の利便を増すための

地域です。 

店舗、事務所などのほか、危険

性や環境を悪化させるおそれが

少ない工場などが建てられます。 

映画館、飲食店、百貨店、事務所

などの商業業務の利便を増すための

地域です。 

危険性や環境を悪化させるおそれが

やや多い工場などを除いて、ほとんど

の用途の建築物が建てられます。 
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その他の主なルール 

用 途 地 域 等 

第二種 

低 層 

住居専 

用地域 

第二種

中高層

住居専

用地域 

第一種 

住 居 

地 域 

準住居

地 域 

近隣商

業地域 
商業地域 

用途地域

の定めの

ない地域 

容 積 率 200% 300% 200% 

 
最大幅員の前面道路が 

幅員 12m 未満の場合 
幅員(m)×0.4 幅員(m)×0.6 

建 ぺ い 率 

※角地の場合は＋10％ 
60% 80% 80% 70% 

絶 対 高 さ 10m － 

斜

線

制

限 

道路斜線 

適 用 距 離 20m 

勾    配 1.25 1.5 

隣地斜線 

立ち上が り 

－ 
20m 31m 

勾    配 1.25 2.5 

北側斜線 

立ち上が り 5m 
－ 

勾    配 1.25 

日

影

規

制 

対 象 建 築 物 
軒高7m超 

又は 3 階 
10ｍ超 

－ 
測 定 面 1.5m 4m 

規制時間 

5 m ライン 4 時間 5 時間 
－ 

1 0m ライン 2.5 時間 3 時間 

法 2 2 条 指 定 区 域 県において指定予定 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区域内にある建築物が、隣地の火事に

よる延焼を免れるために、屋根や外壁につ

いて、一定の基準に適合するもので、国土

交通大臣が定めた構造方法を用いるも

の、又は国土交通大臣の認定を受けたも

のとする必要がある区域です。 

●建ぺい率・容積率 ●法 22条指定区域 
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指定(都市計画決定)までのスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記は、現時点での予定です。決定告示日は、香川県や近隣市町との協議状況によって遅れる

ことがあります。決定告示日は決まり次第、広報紙や HP を通じてお知らせします。 

７月 ６月 ５月 ４月 

下旬 

住

民

説

明

会 

上旬 

案

の

公

告

・
閲

覧 

中旬 

住
民
な
ど
か
ら
の
公
述
申
出 

下旬 

公

聴

会

の

開

催 

上旬 

公

告

・

縦

覧 

下旬 

住
民
な
ど
か
ら
の
意
見
書
提
出 

下旬 

町

都

市

計

画

審

議

会 

県

知

事

同

意 

決

定

告

示

・
縦

覧 

８月

以降 

10月

以降 
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 新しいルールの適用 

 建築確認 

 新しいルールの決定告示日前までに、建築確認の確認済証の交付を受け、建築工事に着手し

ている場合は、旧ルールが適用されます。確認済証の交付を受けていても、決定告示日後に工

事に着手する場合は、新しいルールが適用されますので、新築や増改築などを予定している方

は、早めに建築業者さんなどにご相談ください。 

 

 開発許可 

【新しいルールの決定告示日前までに、開発行為が完了していない場合】 

  予定建築物の用途が用途地域に適合していない場合で、適合する用途に変更しようとする

場合は、変更許可を受ける必要があります。 

【新しいルールの決定告示日前までに、開発行為が完了している場合】 

  開発許可制度に基づく手続は必要ありません。 

ただし、決定告示日前に建築工事に着手している場合は、そのまま建築できますが、決定

告示日後に工事に着手する場合は、新しいルールが適用されます。また、この場合、予定建

築物の用途が、用途地域に適合していない場合は、建築できませんのでご注意ください。 
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〒761－2392 

綾歌郡綾川町滝宮２９９番地 

ＴＥＬ：087-876-5280 ＦＡＸ：087-876-1948 

E-mail ：kensetsu＠town.ayagawa.lg.jp 

お問い合わせ先 

綾川町役場 建設課 


